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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
粘着層の両面に、異なる剥離力を有する離型フィルムがそれぞれ積層されてなる基材レス
両面粘着シートであって、剥離力の小さい方の離型フィルムが、有機珪素化合物、および
アルミニウムを含む有機化合物を含有する塗布層と、ポリチオフェン樹脂およびシリコー
ン樹脂を含有する有機溶媒に可溶な塗布液からなる離型層とが二軸配向ポリエステルフィ
ルムに順次設けられた構成であり、当該離型層表面の表面固有抵抗（Ｒ）が１×１０１２

Ω以下であり、当該離型フィルムを１８０℃で１０分間加熱した後の離型層表面のポリエ
ステルオリゴマー量が０．５ｍｇ／ｍ２以下であることを特徴とする基材レス両面粘着シ
ート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、基材レス両面粘着シートに関し、例えば、静電容量方式のタッチパネルに好
適に用いられる基材レス両面粘着シートに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、物体間を面接着する粘着シートは種々知られており、粘着シートの１つとして基
材レス両面粘着シートが知られている。基材レス両面粘着シートは、粘着剤層の両面に剥
離力の相対的に低い軽剥離シートと、剥離力の相対的に高い重剥離シートが積層されて構
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成され、両面の剥離シートを除去した後には、支持基材を有さない粘着剤層のみとなる両
面粘着シートである。
【０００３】
　基材レス両面粘着シートは、まず軽剥離シートが剥がされ、露出された粘着剤層の一方
の面が物体面に接着され、その接着後、さらに重剥離シートが剥がされ、露出された粘着
剤層の他方の面が、異なる物体面に接着され、これにより物体間が面接着される。
【０００４】
　近年、基材レス両面粘着シートは、その用途が広がりつつあり、各種光学用途の部材等
にも用いられている。例えば、光学用途としのタッチパネルは、透明導電膜等の部材が積
層された積層体であり、その部材を接合するために基材レス両面粘着シートが使用されて
いる。特に、静電容量方式のタッチパネルは、二本の指で画面操作を行うマルチタッチ操
作により、情報端末としての用途が拡大されている。
【０００５】
　静電容量方式のタッチパネルは、抵抗膜方式に比べ印刷の段差が厚くなるため、粘着剤
層を厚くして印刷の段差をカバーする提案がなされているが、粘着剤層を厚くした場合に
は、離型フィルムを剥す時に、粘着剤層の一部が離型フィルムに付着したり、離型フィル
ムに転写した部分の粘着剤層に気泡が混入したりする等の問題を有している。
【０００６】
　また、基材レス両面粘着シートを、光学用途に用いる場合は、基材レス両面粘着シート
だけでなく、それに用いられる離型フィルムも、今まで以上に異物等の欠点が重要な問題
となっている。
【０００７】
　一方、離型フィルム使用時、粘着剤層から剥離させた際に剥離帯電が発生する場合があ
り、その結果、加工現場においては、異物等の付着或いは巻き込みによる製品不良が発生
する等の不具合を生じる場合があった。そのため、製造工程における設備対応による帯電
防止対策だけでは、必ずしも十分ではなく、離型フィルム自体からの帯電防止処理が強く
切望される状況である。
【０００８】
　上述のとおり、離型フィルムにおいて、基材レス両面粘着シートを使用する場合には、
基材レス両面粘着シートだけでなく、組み合わせる離型フィルムにおいても、従来よりも
一段と厳しい品質が要求される状況になってきている。
【０００９】
　従来、塗布層、離型層が順次設けられた離型フィルムで、塗布層にポリチオフェン系導
電性樹脂を含有させる方法が知られている（特許文献３等）。しかしながら、当該方法で
は、オリゴマー封止性能がないため、オリゴマーが析出してしまう。
【００１０】
　従来、離型層を設けた離型フィルムで、離型層に、ポリチオフェン系導電性樹脂と、付
加型シリコーン樹脂を含有させる方法が公知されている。しかしながら、当該方法では、
付加型シリコーン樹脂の硬化を阻害するポリチオフェンと共存した状態で硬化させるため
、硬化不足が起こり、経時で塗膜密着性が悪化するという問題点を有している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００８－１５６４５２号公報
【特許文献２】特開２０１０－１６８４２５号公報
【特許文献３】特開２０１１－２０１１１８号公報
【特許文献４】特開２０１１－１８９５８９号公報
【特許文献５】特開２０１１－２４５７３９号公報
【特許文献６】特開２０１１－２２４８９６号公報
【特許文献７】特開２０１１－２２４９０４号公報
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【特許文献８】特開２０１２－２５０３０号公報
【特許文献９】特開２０１２－１８４３２７号公報
【特許文献１０】特開２０１２－２０７１６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、上記実情に鑑みなされたものであって、その解決課題は、静電容量方式のタ
ッチパネル用に用いた場合に、粘着剤の変形による欠点が少なく、離型フィルムの表面固
有抵抗を低くすることにより、離型フィルムを剥す時に発生する剥離帯電による電子部品
へのダメージを防ぎ、フィルム表面や粘着剤表面への帯電による異物の付着を防ぐことに
より、製造工程での歩留まりを改善し、付着異物の少ないタッチパネル用に好適な基材レ
ス両面粘着シートを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者は、上記課題を解決するために鋭意検討した結果、特定の構成を有する離型フ
ィルムによれば、上記課題を容易に解決できることを見いだし、本発明を完成するに至っ
た。
【００１４】
　すなわち、本発明の要旨は、粘着層の両面に、異なる剥離力を有する離型フィルムがそ
れぞれ積層されてなる基材レス両面粘着シートであって、剥離力の小さい方の離型フィル
ムが、有機珪素化合物、およびアルミニウムを含む有機化合物を含有する塗布層と、ポリ
チオフェン樹脂およびシリコーン樹脂を含有する有機溶媒に可溶な塗布液からなる離型層
とが二軸配向ポリエステルフィルムに順次設けられた構成であり、当該離型層表面の表面
固有抵抗（Ｒ）が１×１０１２Ω以下であり、当該離型フィルムを１８０℃で１０分間加
熱した後の離型層表面のポリエステルオリゴマー量が０．５ｍｇ／ｍ２以下であることを
特徴とする基材レス両面粘着シートに存する。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、基材レス両面粘着シートの製造工程において、軽剥離側の離型フィル
ム表面の表面固有抵抗値を低くすることにより、基材レス両面粘着シートが出来上がるま
での工程で、各部材への異物付着が抑えられ、同時に離型フィルムの基材となるポリエス
テルフィルムを特定の厚さとすることにより、静電容量方式のタッチパネルとして、粘着
剤層の厚さを厚くした基材レス両面粘着シートでも、生産工程での問題や光学用として異
物が少ない良好な品質を有するものであり、本発明の工業的価値は高い。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の実施形態に係る基材レス両面粘着シートを示す模式的な断面図
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　図１に示すように、基材レス両面粘着シート１は、粘着剤層２の両面に、第１および第
２離型フィルムが積層されて構成される。第１離型フィルム８は、いわゆる軽剥離シート
であって、ポリエステルフィルムからなる離型基材３に塗布層４、第１離型剤層５が積層
されて構成され、第１離型剤層５が粘着剤層２に剥離可能に仮着されている。第２剥離フ
ィルム９は、いわゆる重剥離シートであって、ポリエステルフィルムからなる離型フィル
ム基材７、第２離型剤層６が積層されて構成され、第２離型剤層６が粘着剤層２に剥離可
能に仮着されている。
【００１８】
　離型フィルム８と９に用いる基材を形成するポリエステルとしては、例えば、構成単位
の８０モル％以上がエチレンテレフタレートであるポリエチレンテレフタレート、構成単
位の８０モル％以上がエチレン－２，６－ナフタレートであるポリエチレン－２，６－ナ
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フタレート、構成単位の８０モル％以上が１，４－シクロヘキサンジメチレンテレフタレ
ートであるポリ－１，４－シクロヘキサンジメチレンテレフタレート等が挙げられる。そ
の他には、ポリエチレンイソフタレート、ポリ－１，４－ブチレンテレフタレート等が挙
げられる。
【００１９】
　上記の優位構成成分以外の共重合成分としては、例えば、プロピレングリコール、１，
３－ブチレングリコール、２，３－ブチレングリコール、ネオペンチルグリコール、トリ
メチレングリコール、テトラメチレングリコール、ヘキサメチレングリコール、ジエチレ
ングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリテトラメチレン
グリコール、ポリアルキレングリコール等のジオール成分、イソフタル酸、２，７－ナフ
タレンジカルボン酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸、シュウ酸、マロン酸、コハク
酸、アジピン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ジフェニルエーテルジカルボン酸およびオ
キシモノカルボン酸等のエステル形成性誘導体を使用することができる。
【００２０】
　また、ポリエステルとしては、単独重合体または共重合体のほかに、他の樹脂との小割
合のブレンドも使用することができる。ポリエチレンテレフタレートにブレンドする樹脂
の例としては、例えばイソフタル酸共重合体、シクロヘキサンジメチレンテレフタレート
共重合体、ポリエチレングリコール共重合体等の各種共重合ポリエチレンテレフタレート
、ポリエチレンナフタレートおよび共重合ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレ
フタレート等が挙げられる。
【００２１】
　本発明のポリエステルフィルムの極限粘度は、通常０．４０～０．９０、好ましくは０
．４５～０．８０、さらに好ましくは０．５０～０．７０の範囲である。極限粘度が０．
４０未満では、フィルムの機械的強度が弱くなる傾向があり、極限粘度が０．９０を超え
る場合は、溶融粘度が高くなり、押出機に負荷がかかったり、製造コストが増大したりす
る等の問題が生じる場合がある。
【００２２】
　本発明のポリエステルフィルムを構成するポリエステル層中には、易滑性付与を主たる
目的として粒子を配合することが好ましい。配合する粒子の種類は、易滑性付与可能な粒
子であれば特に限定されるものではなく、具体例としては、例えば、シリカ、炭酸カルシ
ウム、炭酸マグネシウム、炭酸バリウム、硫酸カルシウム、リン酸カルシウム、リン酸マ
グネシウム、カオリン、酸化アルミニウム、酸化チタン等の粒子が挙げられる。また、特
公昭５９－５２１６号公報、特開昭５９－２１７７５５号公報等に記載されている耐熱性
有機粒子を用いてもよい。この他の耐熱性有機粒子の例として、熱硬化性尿素樹脂、熱硬
化性フェノール樹脂、熱硬化性エポキシ樹脂、ベンゾグアナミン樹脂等が挙げられる。さ
らに、フィルム原料の製造工程中、触媒等の金属化合物の一部を沈殿、微分散させた析出
粒子を用いることもできる。
【００２３】
　一方、使用する粒子の形状に関しても特に限定されるわけではなく、球状、塊状、棒状
、扁平状等のいずれを用いてもよい。また、その硬度、比重、色等についても特に制限は
ない。これら一連の粒子は、必要に応じて２種類以上を併用してもよい。
【００２４】
　また、用いる粒子の平均粒径は、通常０．０５～５μｍ、好ましくは０．０５～３μｍ
の範囲である。平均粒径が０．０５μｍ未満の場合には、粒子が凝集しやすく、分散性が
不十分な場合があり、一方、５μｍを超える場合には、フィルムの表面粗度が粗くなりす
ぎて、後工程において種々の表面機能層を塗設させる場合等に不具合が生じる場合がある
。
【００２５】
　さらにポリエステル層中の粒子含有量は、通常０．００１～５重量％、好ましくは０．
００５～３重量％の範囲である。粒子含有量が０．００１重量％未満の場合には、フィル
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ムの易滑性が不十分な場合があり、一方、５重量％を超えて添加する場合にはフィルムの
透明性が不十分な場合がある。
【００２６】
　ポリエステル層中に粒子を添加する方法としては、特に限定されるものではなく、従来
公知の方法を採用しうる。例えば、各層を構成するポリマーを製造する任意の段階におい
て添加することができる。
【００２７】
　また、ベント付き混練押出機を用い、エチレングリコールまたは水などに分散させた粒
子のスラリーとポリエステル原料とをブレンドする方法、または、混練押出機を用い、乾
燥させた粒子とポリエステル原料とをブレンドする方法などによって行われる。
【００２８】
　なお、本発明におけるポリエステルフィルム中には、上述の粒子以外に必要に応じて従
来公知の酸化防止剤、帯電防止剤、熱安定剤、潤滑剤、染料、顔料等を添加することがで
きる。
【００２９】
　粘着剤層２を形成する粘着剤としては、通常はアクリル系粘着剤が使用される。アクリ
ル系粘着剤は、官能基含有モノマーと、アクリル酸エステル、メタアクリル酸エステル等
の他のモノマーとを共重合して得られるアクリル系共重合体が主成分として構成され、必
要に応じて溶媒、架橋剤、粘着付与剤、充填剤、着色剤、酸化防止剤、帯電防止剤、紫外
線吸収剤等をさらに含んでいてもよい。
【００３０】
　官能基含有モノマーとしては、例えばアクリル酸、メタアクリル酸等のカルボキシル基
含有モノマーが挙げられる。官能基含有モノマーは、アクリル系共重合体を構成するモノ
マー全体を基準（１００質量％）として、モノマー単位として０．３～５．０質量％含む
ことが好ましい。
【００３１】
　アクリル系共重合体は、官能基を含有することにより、架橋剤との反応で凝集力を調整
することができ、粘着剤の基材からのはみ出しを抑制すると共に、粘着力および耐熱性を
向上させることができる。粘着剤に使用される架橋剤としては、特に制限はなく、従来ア
クリル系粘着剤において慣用されているものの中から適宜選択して用いられ、例えば、ポ
リイソシアネート化合物、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、ジアルデヒド類、メ
チロールポリマー、アジリジン系化合物、金属キレート化合物、金属アルコキシド、金属
塩などが用いられ、好ましくはポリイソシアネート化合物が用いられる。
【００３２】
　粘着剤層の厚さは通常５０μｍ以上、好ましくは１２０μｍ以上である。粘着剤層の厚
さが５０μｍ未満では、静電容量方式のタッチパネルの部材として用いた場合に、印刷の
段差が欠陥となることがある。
【００３３】
　本発明の基材レス両面粘着シートに用いる離型フィルムの第１離型フィルム８（剥離力
の小さい方）は、二軸配向ポリエステルフィルム３、塗布層４、および離型層５の順に設
けられて形成される。
【００３４】
　次に本発明における第１離型フィルム８を構成する塗布層の形成について説明する。塗
布層に関しては上述の塗布延伸法（インラインコーティング）を用いてもよく、一旦製造
したフィルム上に系外で塗布する、いわゆるオフラインコーティングを採用してもよく、
何れの手法を採用してもよい。
【００３５】
　次に本発明における塗布層の形成について説明する。本発明の離型フィルムを構成する
塗布層は、オリゴマー析出防止性を良好とすると共に、経時での離型層とポリエステルフ
ィルムとの塗膜密着性を良好とするために有機珪素化合物を含有することを必須の要件と
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するものであり、下記一般式（１）で表される有機珪素化合物を使用することが好ましい
。
【００３６】
　Ｓｉ（Ｘ）ｄ（Ｙ）ｅ（Ｒ１）ｆ　…（１）
［上記式中、Ｘはエポキシ基、メルカプト基、（メタ）アクリロイル基、アルケニル基、
ハロアルキル基およびアミノ基から選ばれる少なくとも１種を有する有機基、Ｒ１は一価
炭化水素基であり、かつ炭素数１～１０のものであり、Ｙは加水分解性基であり、ｄは１
または２の整数、ｅは２または３の整数、ｆは０または１の整数であり、ｄ＋ｅ＋ｆ＝４
である］
【００３７】
　前記一般式（１）で表される有機珪素化合物は、加水分解・縮合反応によりシロキサン
結合を形成しうる加水分解性基Ｙを２個有するもの（Ｄ単位源）あるいは３個有するもの
（Ｔ単位源）を使用することができる。
【００３８】
　一般式（１）において、一価炭化水素基Ｒ１は、炭素数が１～１０のもので、特にメチ
ル基、エチル基、プロピル基が好ましい。
【００３９】
　一般式（１）において、加水分解性基Ｙとしては、従来公知のものが使用可能で、以下
のものを例示できる。メトキシ基、エトキシ基、ブトキシ基、イソプロペノキシ基、アセ
トキシ基、ブタノキシム基およびアミノ基等。これらの加水分解性基は、単独あるいは複
数種を使用してもよい。メトキシ基あるいはエトキシ基を適用すると、コーティング材に
良好な保存安定性を付与でき、また適当な加水分解性があるため、特に好ましい。
【００４０】
　本発明において、塗布層中に含有する有機珪素化合物としては、具体的にはビニルトリ
メトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロ
ピルメチルジエトキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメト
キシシラン、γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、γ－メタアクリロキシプロピ
ルトリメトキシシラン、γ－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロ
ピルトリエトキシシラン、５－ヘキセニルトリメトキシシラン、ｐ－スチリルトリメトキ
シシラン、トリフルオロプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリエ
トキシシラン、γ－グリシドキシプロピルメチルジイソプロペノキシシラン、２－（３，
４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン等を例示することができる。
【００４１】
　本発明において、離型フィルムのオリゴマー析出防止性を良好とすると共に、経時での
離型層とポリエステルフィルムとの塗膜密着性を良好とするために、アルミニウムを含む
有機化合物を塗布層中に含有するのが好ましい。
【００４２】
　アルミニウム元素を有する有機化合物の具体例としてはアルミニウムトリス（アセチル
アセトネ－ト）、アルミニウムモノアセチルアセトネートビス（エチルアセトアセテート
）、アルミニウム－ジ－ｎ－ブトキシド－モノエチルアセトアセテート、アルミニウム－
ジ－イソ－プロポキシド－モノメチルアセトアセテート、アルミニウムトリス（エチルア
セトアセテート）等が例示される。
【００４３】
　塗布層に含まれるアルミニウム化合物の量は通常０．００１～７０重量％、好ましくは
５～３５重量％であり、さらに好ましくは５～１５重量％の範囲である。アルミニウム化
合物の量が０．００１重量％以下であると、塗布層の硬化反応が迅速に進まず、塗布層の
上に離型層を形成した後の離型面の塗膜密着性が悪化することがある。また、アルミニウ
ム化合物の量が７０重量％以上であると、塗布層の硬化反応に関与せずに、塗布層中に残
存したアルミニウム化合物が離型層の硬化を妨げ、離型面の塗膜密着性が悪化することが
ある。
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【００４４】
　塗布層には、アルミニウム元素以外の金属元素を有する有機化合物も含有することがで
きる。特に、有機スズ化合物が好ましい。有機スズ化合物の具体例として、ジブチルスズ
ジラウレート、ジブチルスズジアセテート、ジブチルスズジオクテート、ジブチルスズジ
オレート、ジフェニルスズジアセテート、ジブチルスズオキサイド、ジブチルスズジメト
キサイド、ジブチルビス（トリエトキシシロキシ）スズ、ジブチルスズベンジルマレート
、ジオクチルスズジアセテート、ジオクチルスズジラウリレート等が挙げられる。
【００４５】
　さらに塗布層の固着性、滑り性改良を目的として、無機系粒子を含有してもよく、具体
例としてはシリカ、アルミナ、カオリン、炭酸カルシウム、酸化チタン、バリウム塩等が
挙げられる。
【００４６】
　また、必要に応じて消泡剤、塗布性改良剤、増粘剤、有機系潤滑剤、有機系高分子粒子
、酸化防止剤、紫外線吸収剤発泡剤、染料等が含有されてもよい。
【００４７】
　本発明の要旨を越えない範囲において、分散性改良、造膜性改良等を目的として、使用
する有機溶剤は一種類のみでもよく、適宜、二種類以上を使用してもよい。
【００４８】
　本発明における第１離型フィルム８を構成するポリエステルフィルム上に設けられる塗
布層の塗布量（乾燥後）は通常、０．００５～１ｇ／ｍ２、好ましくは０．００５～０．
５ｇ／ｍ２の範囲である。塗布量（乾燥後）が、０．００５ｇ／ｍ２未満の場合には、塗
布厚みの均一性が不十分な場合があり、熱処理後、塗布層表面から析出するオリゴマー量
が多くなる場合がある。一方、１ｇ／ｍ２を超えて塗布する場合には、滑り性低下等の不
具合を生じる場合がある。
【００４９】
　本発明において、塗布層を設ける方法はリバースグラビアコート、ダイレクトグラビア
コート、ロールコート、ダイコート、バーコート、カーテンコート等、従来公知の塗工方
式を用いることができる。塗工方式に関しては「コーティング方式」槇書店　原崎勇次著
１９７９年発行に記載例がある。
【００５０】
　本発明において、ポリエステルフィルム上に塗布層を形成する際の硬化条件に関しては
、特に限定されるわけではなく、例えば、オフラインコーティングにより塗布層を設ける
場合、通常、６０～２００℃で３～４０秒間、好ましくは８０～１８０℃で３～４０秒間
を目安として熱処理を行うのがよい。また、必要に応じて熱処理と紫外線照射等の活性エ
ネルギー線照射とを併用してもよい。
【００５１】
　本発明における第１離型フィルム８を構成する離型層とは、離型性と帯電防止性能を有
するものであり、具体的にはアクリル系粘着テープと離型層との剥離力（Ｆ）が５～５０
０ｍＮ／ｃｍであるのが、本発明の用途上、好ましい。離型層の表面固有抵抗（Ｒ）が１
×１０１２以下であり、異物巻き込みの点から、１×１０9以下であることが好ましい。
【００５２】
　本発明における第１離型フィルム８を構成する離型層は上述の塗布延伸法（インライン
コーティング）等のフィルム製造工程内において、ポリエステルフィルム上に設けられて
もよく、一旦製造したフィルム上に系外で塗布する、いわゆるオフラインコーティングを
採用してもよく、何れの手法を採用してもよい。塗布延伸法（インラインコーティング）
については以下に限定するものではないが、例えば、逐次二軸延伸においては特に１段目
の延伸が終了して、２段目の延伸前にコーティング処理を施すことができる。塗布延伸法
によりポリエステルフィルム上に離型層が設けられる場合には、延伸と同時に塗布が可能
になると共に離型層の厚みを延伸倍率に応じて薄くすることができ、ポリエステルフィル
ムとして好適なフィルムを製造できる。
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【００５３】
　また、本発明における第１離型フィルム８を構成する離型層は、離型性を良好とするた
めに、シリコーン樹脂を含有し、硬化型シリコーン樹脂を離型層中に含有することが好ま
しい。これは、硬化型シリコーン樹脂を主成分とするタイプでもよいし、アクリル樹脂、
ウレタン樹脂、エポキシ樹脂、アルキッド樹脂等の有機樹脂とのグラフト重合等によるシ
リコーン変性樹脂等を使用してもよい。
【００５４】
　硬化型シリコーン樹脂の種類としては、付加型・縮合型・紫外線硬化型・電子線硬化型
・無溶剤型等、何れの硬化反応タイプでも用いることができる。具体例を挙げると、信越
化学工業（株）製ＫＳ－７７４、ＫＳ－７７５、ＫＳ－７７８、ＫＳ－７７９Ｈ、ＫＳ－
８４７Ｈ、ＫＳ－８５６、Ｘ－６２－２４２２、Ｘ－６２－２４６１、Ｘ－６２－１３８
７、ＫＮＳ－３０５１、Ｘ－６２－１４９６、ＫＮＳ３２０Ａ、ＫＮＳ３１６、Ｘ－６２
－１５７４Ａ／Ｂ、Ｘ－６２－７０５２、Ｘ－６２－７０２８Ａ／Ｂ、Ｘ－６２－７６１
９、Ｘ－６２－７２１３、東レ・ダウコーニング（株）製ＳＲＸ３５７、ＳＲＸ２１１、
ＳＤ７２２０、ＬＴＣ７５０Ａ、ＬＴＣ７６０Ａ、ＳＰ７２５９、ＢＹ２４－４６８Ｃ、
ＳＰ７２４８Ｓ、ＢＹ２４－４５２ＤＫＱ３－２０２、ＤＫＱ３－２０３、ＤＫＱ３－２
０４、ＤＫＱ３－２０５、ＤＫＱ３－２１０、モメンティブ・パフォーマンス・マテリア
ルズ製ＹＳＲ－３０２２、ＴＰＲ－６７００、ＴＰＲ－６７２０、ＴＰＲ－６７２１、Ｔ
ＰＲ６５００、ＴＰＲ６５０１、ＵＶ９３００、ＵＶ９４２５、ＸＳ５６－Ａ２７７５、
ＸＳ５６－Ａ２９８２、ＵＶ９４３０、ＴＰＲ６６００、ＴＰＲ６６０４、ＴＰＲ６６０
５、東レ・ダウコーニング（株）製等が例示される。さらに離型層の剥離性等を調整する
ために剥離コントロール剤を併用してもよい。
【００５５】
　剥離コントロール剤の具体例として、信越化学工業製ＫＳ３８００，東レ・ダウコーニ
ング社ＳＤ７２９２、ＢＹ２４－４９８０等が挙げられる。
【００５６】
　シリコーン変性樹脂の種類としては、例えば、シリコーン変性ウレタン樹脂、シリコー
ン変性ポリエステル、シリコーン変性ポリカーボネート、シリコーン変性ポリイミド、シ
リコーン変性アクリル樹脂等が挙げられる。
【００５７】
　シリコーン変性ウレタン樹脂は、ポリシロキサンとポリオールとを反応して得られたシ
リコーン変性ポリオール、および／または、有機珪素化合物とイソシアネートとを反応し
て得られたシリコーン変性イソシアネートを、ウレタン樹脂の原料として用いて得たもの
である。 すなわち、シリコーン変性ウレタン樹脂は、シリコーン変性ポリオールとイソ
シアネート、ポリオールとシリコーン変性イソシアネート、シリコーン変性ポリオールと
シリコーン変性イソシアネートの組み合わせにより得られる。 また、シリコーン変性ウ
レタン樹脂は、末端にイソシアネートを有するウレタン樹脂と水酸基を有するポリシロキ
サンとを付加反応して得ることもできる。ここでシリコーン変性に用いるポリシロキサン
としては、末端もしくは両末端が活性水素であり、主鎖がポリジメチルシロキサンである
変性シリコ－ンオイル等が挙げられる。
【００５８】
　ポリオールは、脂肪族、脂環族、脂肪芳香族多価アルコールであり、具体的には、エチ
レングリコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、シクロヘキサンジメタ
ノール、グリセロール、トリメチロールプロパン、ヘキサントリオール、ペンタエリスリ
トール、ソルビトールなどが挙げられる。また、これらの多価アルコールを開始剤として
オキシラン基を有する炭化水素基、すなわちエチレンオキサイド、プロピレンオキサイド
などで変性したポリマー（ポリエーテル）ポリオール、およびアルキルアミン、アルカノ
ールアミンを開始剤としてオキシラン基を有する炭化水素で変性したアミルポリマーポリ
オール、オキシラン基を含有するエポキシ樹脂やエポキシ化油を水またはアルカノールア
ミンにて開環させたポリマーポリオールなどが挙げられる。 その他、上記アルコールを
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開始剤としてεーカプロラクトンのラクトン類を開環重合反応させて得られるラクトンポ
リオール、上記多価アルコールと１種またはそれ以上の多価カルボン酸、例えば、シュウ
酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、セバチン酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン
酸、シクロヘキサンジカルボン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸またはこれら
の酸無水物と反応させて得られるポリエステルポリオール、公知の油、ヒマシ油、または
各種脂肪酸を用い、多価アルコールとのエステル交換またはエステル化と前記多塩基酸と
のエステル化により合成されるアルキドポリオールなどが挙げられる。ポリオールとして
は、いずれの種類であっても、分子内に水酸基を２個以上有するもことが好ましい。
【００５９】
　イソシアネートとしては、脂肪族系、脂環族系、脂肪芳香族系のポリイソシアネートな
どが挙げられる。脂肪族系のポリイソシアネートとしては、１，６－へキサメチレンジイ
ソシアネート、１，４－テトラメチレンジイソシアネート、２，２、４－または２，４，
４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、２，６－ジイソシアネートメチルカプ
ロエート（リジンイソシアネート）などが挙げられる。脂環族ポリイソシアネートとして
は、１，３－または１，４－ジイソシアネートシクロヘキサン、１，３－または１，４－
ビス（イソシアネートメチル）シクロヘキサン、ジシクロヘキシルメタン－４，４’－ジ
イソシアネート、イソプロピリジル－ビス（４－シクロヘキシルイソシアネート）、３－
イソシアネートメチル－３，５，５－トリメチルシクロヘキシルイソシアネート（イソホ
ロンジイソシアネート）、ノルボルネンジイソシアネートなどが挙げられる。 脂肪芳香
族系としては、キシリレンジイソシアネート、テトラメチルキシリレンジイリシアネート
、４，４’－ビス（イソシアネートメチル）ジフェニルメタンなどが挙げられる。その他
、イソシアネートとしては、上記ジイソシアネートとポリオールとの付加反応化合物、ジ
イソシアネートとビュレツトまたはイソシアヌレート環構造を有する３量体化合物、多量
体化合物などが挙げられる。
【００６０】
　ポリオールとイソシアネートとを反応させる際には溶剤を用いることができる。溶剤と
しては、シンナー、酢酸エチルなどを用いることができる。ポリオールとイソシアネート
とは、ＮＣＯ／ＯＨ比が０．５～１．５となるように反応させることが好ましい。なお、
ポリオールまたはイソシアネートの一方または双方には、必要に応じて触媒、顔料、その
他の添加剤が適宜配合される。
【００６１】
　触媒としては、有機金属化合物が挙げられ、特に有機錫化合物や有機チタン化合物が好
ましい。有機錫化合物、有機チタン化合物としては、例えばジブチルチンジラウレート、
ジブチルチンジオクトエート、ジブチルチンジアセテート、テトライソプロピルチタネー
トなどが挙げられる。特にジブチルチンジラウレート、ジブチルチンジアセテートが好ま
しい。
【００６２】
　シリコーン変性ポリエステルは、ポリシロキサンとポリエステル成分とが互いに結合し
たものである。シリコーン変性樹脂の形態は、グラフト結合タイプもしくはブロック結合
タイプなどのいずれであってもよい。グラフト結合タイプの製造方法としては、例えば、
側鎖に水酸基を付加したポリシロキサンと、末端にイソシアネート基やカルボキシル基を
有するポリエステルとを反応させる方法等が挙げられる。また、ブロック結合タイプの製
造方法としては、例えば、両末端にラジカル開始剤を付加したポリエステルと、ポリシロ
キサンとを重合させる方法等が挙げられる。
【００６３】
　ポリシロキサンとしては、例えば、末端または両末端にエポキシ基、アミノ基、水酸基
を有するポリジメチルシロキサン等が挙げられる。
【００６４】
　ポリエステルを構成する酸成分としては、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、フタ
ル酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、４，４
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’－ジフェニルジカルボン酸、アジピン酸、セバシン酸、ドデカンジカルボン酸、コハク
酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸、２－カリウムスルホテレフタル酸、トリメリッ
ト酸、トリメシン酸、無水トリメリット酸、無水フタル酸、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、ト
リメリット酸モノカリウム塩等の多価カルボン酸等が挙げられる。また、ヒドロキシ化合
物成分としては、例えば、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－プロパ
ンジオール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコ
ール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ｐ－キシリレングリコール、ビスフェノー
ルＡのエチレンオキシド付加物、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ポリ
エチレンオキシドグリコール、ポリテトラメチレンオキシドグリコール、ジメチロールプ
ロピオン酸、グリセリン、トリメチロールプロパン、ジメチロールエチルスルホン酸ナト
リウム、ジメチロールプロパン酸カリウム等の多価ヒドロキシ化合物等が挙げられる。ポ
リエステルは分子内に官能基を有する自己架橋型としてもよいし、メラミン樹脂、エポキ
シ樹脂のような硬化剤を用いて架橋したものでもよい。
【００６５】
　シリコーン変性ポリカーボネートは、ポリシロキサンとビスフェノール類と炭酸エステ
ル形成化合物とを原料として製造したものである。
【００６６】
　ポリシロキサンとしては、例えば、片末端または両末端にフェノール基を含有する反応
性ポリジメチルシロキサン等が挙げられる。
【００６７】
　ビスフェノール類としては、例えば、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパ
ン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、１，１－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１
－フェニルエタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）エーテルが挙げられる。これらビス
フェノール類は１種類を単独で使用してもよいし、２種類以上併用してもよい。
【００６８】
　炭酸エステル形成化合物としては、ホスゲン、ジフェニルカーボネート、ジ－ｐ－トリ
ルカーボネート、フェニル－ｐ－トリルカーボネート、ジ－ｐ－クロロフェニルカーボネ
ート、ジナフチルカーボネートなどのビスアリールカーボネートが挙げられる。
【００６９】
　シリコーン変性ポリカーボネートを製造する方法としては、ビスフェノール類とホスゲ
ンとを直接反応させるホスゲン法、ビスフェノール類とビスアリールカーボネートとをエ
ステル交換反応させるエステル交換法などを採用することができる。
【００７０】
　ホスゲン法では、酸結合剤および溶媒の存在下において、ポリシロキサンおよびビスフ
ェノール類と、ホスゲンとを反応させる。酸結合剤としては、例えば、ピリジンや水酸化
ナトリウム、水酸化カリウム等のアルカリ金属の水酸化物などが用いられる。また、溶媒
としては、例えば、塩化メチレン、クロロホルム、クロロベンゼン、キシレンなどが用い
られる。さらに、縮合反応を促進するために、トリエチルアミンのような第三級アミン触
媒などの触媒を加える。反応温度は、０～１５０℃が好ましく、５～４０℃の範囲がより
好ましい。反応時間は反応温度によって適宜選択されるが、５分から１０時間が好ましく
、１０分から２時間がより好ましい。また、反応中は、反応系のｐＨを１０以上に保持す
ることが好ましい。
【００７１】
　エステル交換法では、ポリシロキサンおよびビスフェノール類と、ビスアリールカーボ
ネートとを混合し、減圧下で反応させる。反応温度は、１５０～３５０℃が好ましく、２
００～３００℃がより好ましい。また、減圧度は、エステル交換反応により生成したフェ
ノール類を系外へ除去させるために、１ｍｍＨｇ以下にすることが好ましい。反応時間は
反応温度や減圧度などによって適宜選択されるが、１～６時間程度であることが好ましい
。反応は、窒素やアルゴンなどの不活性ガス雰囲気下で行うことが好ましく、また、酸化
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防止剤や分岐化剤を添加して反応を行ってもよい。
【００７２】
　シリコーン変性ポリイミド樹脂は、ポリシロキサンとテトラカルボン酸二無水物とを反
応させてポリアミック酸中間体とした後、該中間体を脱水閉環して得たものである。
【００７３】
　テトラカルボン酸二無水物としては、例えば、ピロメリット酸二無水物、ベンゾフェノ
ンテトラカルボン酸二無水物、ビフェニルテトラカルボン酸二無水物等の芳香族テトラカ
ルボン酸二無水物、シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、シクロペンタンテトラカル
ボン酸二無水物、シクロヘキサンテトラカルボン酸二無水物等の脂環式テトラカルボン酸
二無水物等が挙げられる。
【００７４】
　ポリシロキサンとしては、片末端または両末端にアミノ基を含有するポリジメチルシロ
キサンが挙げられる。
【００７５】
　ポリシロキサンとテトラカルボン酸二無水物とを反応させてポリアミック酸中間体の合
成方法としては、通常は溶液重合法が望ましい。溶液重合法に使用される溶剤としては、
Ｎ，Ｎ’－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ’－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチル－２－
ポイロリジノン、Ｎ－メチルカプロラクタム、ジメチルスルホキシド、テトラメチル尿素
、ピリジン、ジメチルスルホン、ヘキサメチルホスホルアミド、ブチルラクトン等が挙げ
られる。ポリアミック酸中間体生成のための反応温度は、－２０～１５０℃の範囲が好ま
しく、－５～１００℃がより好ましい。さらに、ポリアミック酸中間体をポリイミドに転
化するためには、加熱により脱水閉環する方法が採られる。その際の加熱温度は、１４０
～４００℃が好ましく、１５０～２５０℃がより好ましい。この脱水閉環における反応時
間は、上記反応温度にもよるが３０秒間から１０時間が好ましく、５分間から５時間がよ
り好ましい。
【００７６】
　シリコーン変性アクリル樹脂は、ポリシロキサン部分と、アクリルモノマーの重合体部
分とを有する変性アクリル樹脂である。シリコーン変性アクリル樹脂の形態は、ブロック
重合体であってもよいし、グラフト重合体であってもよい。 シリコーン変性アクリル樹
脂は、シロキサンと、アクリルモノマーと、必要に応じて、アクリルモノマー以外のビニ
ルモノマーとの共重合によって得られる。共重合は、例えば、リビング重合、ラジカル重
合によって行うことができる。
【００７７】
　シロキサンとしては、例えば、γ－（メタ）アクリロキシプロピルトリメトキシシラン
、γ－（メタ）アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、γ－（メタ）アクリロキシメ
チルジメトキシシラン、γ－（メタ）アクリロキシメチルジエトキシシラン、片末端メタ
クリル変性ポリジメチルシロキサン、両末端メタクリル変性ポリジメチルシロキサン等が
挙げられる。
【００７８】
　アクリルモノマーとしては、例えば、２－ヒドロキシメチル（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレー
ト、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチルアクリル（
メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレー
ト、オクチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、テトラヒド
ロフルフリル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ステア
リル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリ
コール＃４００（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール＃１０００（メ
タ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール＃２０００（メタ）アクリレート、
グリシジル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリル酸、Ｎ－メチロール（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシプロピル（メ
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タ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシブチルアクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル（メタ
）アクリルアミド、Ｎ－エトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（
メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソブトキシメチル（メタ）アクリルアミド、（メタ）アク
リルアミド、メチル（メタ）アクリルアミド、エチル（メタ）アクリルアミド、プロピル
（メタ）アクリルアミド、イソプロピル（メタ）アクリルアミド、ブチル（メタ）アクリ
ルアミド、ジアセトン（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。
【００７９】
　アクリルモノマー以外の他のビニルモノマーとしては、例えば、メチルビニルエーテル
、エチルビニルエーテル、ｎ－プロピルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテル、イ
ソブチルビニルエーテル、スチレン、α－メチルスチレン、アクリロニトリル、メタクリ
ロニトリル、酢酸ビニル、塩化ビニル、フッ化ビニル、フッ化ビニリデン、アリルグリシ
ジルエーテル、イタコン酸、クロトン酸、マレイン酸、無水マレイン酸、シトラコン酸、
アリルグリシジルエーテル、２－メチルアリルグリシジルエーテル、アリルフェノールグ
リシジルエーテル、３－アリル－１，４－ジヒドロキシメチルベンゼンジグリシジルエー
テル等が挙げられる。
【００８０】
　シリコーン変性アクリル樹脂は、溶液重合によって製造することができる。この溶液重
合で使用される溶剤としては、エタノール、イソプロパノール、ブタノール、イソブタノ
ール等のアルコール系溶剤、エチルメチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン類、トル
エン、キシレン、テトラメチルベンゼン等の芳香族炭化水素類、メチルセロソルブ、ブチ
ルセロソルブ、メチルカルビトール、ブチルカルビトール、プロピレングリコールモノメ
チルジエチルエーテル、トリエチレングリコールモノエチルエーテル等のグリコールエー
テル類、酢酸エチル、酢酸ブチル、ブチルセロソルブアセテート、カルビトールアセテー
ト等のエステル類、オクタン、デカン等の脂肪族炭化水素類、石油エーテル、石油ナフサ
、ソルベントナフサ等の石油系溶剤等が挙げられる。溶液重合の反応温度は、５０～１５
０℃であることが好ましく、反応時間は３～１２時間であることが好ましい。
【００８１】
　重合に際しては、通常、重合開始剤が使用される。重合開始剤としては、２，２’－ア
ゾビス［２－（２－イミダゾリン－２イル）プロパン］二塩酸塩、２，２’－アゾビス（
２－メチルプロピオンアミジン）二塩酸塩、２，２’－アゾビス［２－メチル－Ｎ－（２
－ヒドロキシエチル）プロピオンアミド］等の水溶性アゾ重合開始剤、ベンゾイルパーオ
キサイド、ラウリルパーオキサイド、クメンハイドロパーオキサイド、アゾビスイソブチ
ルニトリル等の油溶性重合開始剤、ポリジメチルシロキサンユニット含有高分子アゾ重合
開始剤、ポリエチレングリコールユニット含有高分子アゾ重合開始剤等の高分子アゾ重合
開始剤が挙げられる。
【００８２】
　また、本発明における第１離型フィルム８を構成する離型層は帯電防止性能を良好とす
るためにπ共役系導電性高分子樹脂を離型層中に含有することを必須の要件とするもので
ある。π共役系導電性高分子としては、主鎖がπ共役系で構成されている導電性有機高分
子であれば特に制限されず、例えば、ポリピロール類、ポリチオフェン類、ポリアセチレ
ン類、ポリフェニレン類、ポリフェニレンビニレン類、ポリアニリン類、ポリアセン類、
ポリチオフェンビニレン類、およびこれらの共重合体等が挙げられる。空気中での安定性
の点からは、ポリピロール類、ポリチオフェン類およびポリアニリン類が好ましい。シリ
コーンの硬化阻害の観点からポリチオフェン類がさらに好ましい。
【００８３】
　π共役系導電性高分子の具体例としては、ポリピロール、ポリ（Ｎ－メチルピロール）
、ポリ（３－メチルピロール）、ポリ（３－エチルピロール）、ポリ（３－ｎ－プロピル
ピロール）、ポリ（３－ブチルピロール）、ポリ（３－オクチルピロール）、ポリ（３－
デシルピロール）、ポリ（３－ドデシルピロール）、ポリ（３，４－ジメチルピロール）
、ポリ（３，４－ジブチルピロール）、ポリ（３－カルボキシピロール）、ポリ（３－メ
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チル－４－カルボキシピロール）、ポリ（３－メチル－４－カルボキシエチルピロール）
、ポリ（３－メチル－４－カルボキシブチルピロール）、ポリ（３－ヒドロキシピロール
）、ポリ（３－メトキシピロール）、ポリ（３－エトキシピロール）、ポリ（３－ブトキ
シピロール）、ポリ（３－メチル－４－ヘキシルオキシピロール）、ポリ（チオフェン）
、ポリ（３－メチルチオフェン）、ポリ（３－エチルチオフェン）、ポリ（３－プロピル
チオフェン）、ポリ（３－ブチルチオフェン）、ポリ（３－ヘキシルチオフェン）、ポリ
（３－ヘプチルチオフェン）、ポリ（３－オクチルチオフェン）、ポリ（３－デシルチオ
フェン）、ポリ（３－ドデシルチオフェン）、ポリ（３－オクタデシルチオフェン）、ポ
リ（３－ブロモチオフェン）、ポリ（３－クロロチオフェン）、ポリ（３－ヨードチオフ
ェン）、ポリ（３－シアノチオフェン）、ポリ（３－フェニルチオフェン）、ポリ（３，
４－ジメチルチオフェン）、ポリ（３，４－ジブチルチオフェン）、ポリ（３－ヒドロキ
シチオフェン）、ポリ（３－メトキシチオフェン）、ポリ（３－エトキシチオフェン）、
ポリ（３－ブトキシチオフェン）、ポリ（３－ヘキシルオキシチオフェン）、ポリ（３－
ヘプチルオキシチオフェン）、ポリ（３－オクチルオキシチオフェン）、ポリ（３－デシ
ルオキシチオフェン）、ポリ（３－ドデシルオキシチオフェン）、ポリ（３－オクタデシ
ルオキシチオフェン）、ポリ（３－メチル－４－メトキシチオフェン）、ポリ（３，４－
エチレンジオキシチオフェン）、ポリ（３－メチル－４－エトキシチオフェン）、ポリ（
３－カルボキシチオフェン）、ポリ（３－メチル－４－カルボキシチオフェン）、ポリ（
３－メチル－４－カルボキシエチルチオフェン）、ポリ（３－メチル－４－カルボキシブ
チルチオフェン）、ポリアニリン、ポリ（２－メチルアニリン）、ポリ（３－イソブチル
アニリン）、ポリ（２－アニリンスルホン酸）、ポリ（３－アニリンスルホン酸）等が挙
げられる。
【００８４】
　π共役系導電性高分子は無置換のままでも、十分な導電性を得ることができるが、導電
性をより高めるためには、アルキル基、カルボキシル基、スルホ基、アルコキシル基、ヒ
ドロキシル基等の官能基をπ共役系導電性高分子に導入することが好ましい。
【００８５】
　ドーパントとしては、π共役系導電性高分子へのドープ・脱ドープにおいて共役電子の
酸化還元電位を変化させることができれば、ドナー性のものでもよいし、アクセプタ性の
ものでもよい。特にドーピング効果の高いことから、ドーパントの中でも、アクセプタ性
の無機酸、有機酸、ポリアニオンが好ましい。さらに、このうち、ドーピングと同時に溶
媒への溶解性を高くできることから、ポリアニオンがより好ましい。
【００８６】
　ドナー性ドーパントとしては、例えば、ナトリウム、カリウム等のアルカリ金属、カル
シウム、マグネシウム等のアルカリ土類金属、テトラメチルアンモニウム、テトラエチル
アンモニウム、テトラプロピルアンモニウム、テトラブチルアンモニウム、メチルトリエ
チルアンモニウム、ジメチルジエチルアンモニウム等の４級アミン化合物等が挙げられる
。
【００８７】
　アクセプタ性ドーパントとしては、例えば、ハロゲン化合物、ルイス酸、プロトン酸、
有機シアノ化合物、有機金属化合物、フラーレン、水素化フラーレン、水酸化フラーレン
、カルボン酸化フラーレン、スルホン酸化フラーレン等を使用できる。さらに、ハロゲン
化合物としては、例えば、塩素（Ｃｌ２）、臭素（Ｂｒ2）、ヨウ素（Ｉ２）、塩化ヨウ
素（ＩＣｌ）、臭化ヨウ素（ＩＢｒ）、フッ化ヨウ素（ＩＦ）等が挙げられる。ルイス酸
としては、例えば、ＰＦ５、ＡｓＦ５、ＳｂＦ５、ＢＦ５、ＢＣｌ５、ＢＢｒ５、ＳＯ３
等が挙げられる。有機シアノ化合物としては、共役結合に二つ以上のシアノ基を含む化合
物が使用できる。例えば、テトラシアノエチレン、テトラシアノエチレンオキサイド、テ
トラシアノベンゼン、ジクロロジシアノベンゾキノン（ＤＤＱ）、テトラシアノキノジメ
タン、テトラシアノアザナフタレン等が挙げられる。
【００８８】
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　プロトン酸としては、無機酸、有機酸が挙げられる。さらに、無機酸としては、例えば
、塩酸、硫酸、硝酸、リン酸、ホウフッ化水素酸、フッ化水素酸、過塩素酸等が挙げられ
る。また、有機酸としては、有機カルボン酸、フェノール類、有機スルホン酸等が挙げら
れる。
【００８９】
　有機カルボン酸としては、脂肪族、芳香族、環状脂肪族等にカルボキシル基を一つまた
は二つ以上を含むものを使用できる。例えば、ギ酸、酢酸、シュウ酸、安息香酸、フタル
酸、マレイン酸、フマル酸、マロン酸、酒石酸、クエン酸、乳酸、コハク酸、モノクロロ
酢酸、ジクロロ酢酸、トリクロロ酢酸、トリフルオロ酢酸、ニトロ酢酸、トリフェニル酢
酸等が挙げられる。
【００９０】
　有機スルホン酸としては、脂肪族、芳香族、環状脂肪族等にスルホ基を一つまたは二つ
以上含むもの、または、スルホ基を含む高分子を使用できる。
　スルホ基を一つ含むものとして、例えば、メタンスルホン酸、エタンスルホン酸、１－
プロパンスルホン酸、１－ブタンスルホン酸、１－ヘキサンスルホン酸、１－ヘプタンス
ルホン酸、１－オクタンスルホン酸、１－ノナンスルホン酸、１－デカンスルホン酸、１
－ドデカンスルホン酸、１－テトラデカンスルホン酸、１－ペンタデカンスルホン酸、２
－ブロモエタンスルホン酸、３－クロロ－２－ヒドロキシプロパンスルホン酸、トリフル
オロメタンスルホン酸、トリフルオロエタンスルホン酸、コリスチンメタンスルホン酸、
２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、アミノメタンスルホン酸、１－ア
ミノ－２－ナフトール－４－スルホン酸、２－アミノ－５－ナフトール－７－スルホン酸
、３－アミノプロパンスルホン酸、Ｎ－シクロヘキシル－３－アミノプロパンスルホン酸
、ベンゼンスルホン酸、アルキルベンゼンスルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸、キシレ
ンスルホン酸、エチルベンゼンスルホン酸、プロピルベンゼンスルホン酸、ブチルベンゼ
ンスルホン酸、ペンチルベンゼンスルホン酸、ヘキチルベンゼンスルホン酸、ヘプチルベ
ンゼンスルホン酸、オクチルベンゼンスルホン酸、ノニルベンゼンスルホン酸、デシルベ
ンゼンスルホン酸、ウンデシルベンゼンスルホン酸、ドデシルベンゼンスルホン酸、ペン
タデシルベンゼンスルホン酸、ヘキサデシルベンゼンスルホン酸、２，４－ジメチルベン
ゼンスルホン酸、ジプロピルベンゼンスルホン酸、４－アミノベンゼンスルホン酸、ｏ－
アミノベンゼンスルホン酸、ｍ－アミノベンゼンスルホン酸、４－アミノ－２－クロロト
ルエン－５－スルホン酸、４－アミノ－３－メチルベンゼン－１－スルホン酸、４－アミ
ノ－５－メトキシ－２－メチルベンゼンスルホン酸、２－アミノ－５－メチルベンゼン－
１－スルホン酸、４－アミノ－２－メチルベンゼン－１－スルホン酸、５－アミノ－２－
メチルベンゼン－１－スルホン酸、４－アミノ－３－メチルベンゼン－１－スルホン酸、
４－アセトアミド－３－クロロベンゼンスルホン酸、４－クロロ－３－ニトロベンゼンス
ルホン酸、ｐ－クロロベンゼンスルホン酸、ナフタレンスルホン酸、メチルナフタレンス
ルホン酸、プロピルナフタレンスルホン酸、ブチルナフタレンスルホン酸、ペンチルナフ
タレンスルホン酸、４－アミノ－１－ナフタレンスルホン酸、８－クロロナフタレン－１
－スルホン酸、ナフタレンスルホン酸ホルマリン重縮合物、メラミンスルホン酸ホルマリ
ン重縮合物、アントラキノンスルホン酸、ピレンスルホン酸等が挙げられる。また、これ
らの金属塩も使用できる。
【００９１】
　スルホ基を二つ以上含むものとしては、例えば、エタンジスルホン酸、ブタンジスルホ
ン酸、ペンタンジスルホン酸、デカンジスルホン酸、ｏ－ベンゼンジスルホン酸、ｍ－ベ
ンゼンジスルホン酸、ｐ－ベンゼンジスルホン酸、トルエンジスルホン酸、キシレンジス
ルホン酸、クロロベンゼンジスルホン酸、フルオロベンゼンジスルホン酸、ジメチルベン
ゼンジスルホン酸、ジエチルベンゼンジスルホン酸、アニリン－２，４－ジスルホン酸、
アニリン－２，５－ジスルホン酸、３，４－ジヒドロキシ－１，３－ベンゼンジスルホン
酸、ナフタレンジスルホン酸、メチルナフタレンジスルホン酸、エチルナフタレンジスル
ホン酸、ペンタデシルナフタレンジスルホン酸、３－アミノ－５－ヒドロキシ－２，７－
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ナフタレンジスルホン酸、１－アセトアミド－８－ヒドロキシ－３，６－ナフタレンジス
ルホン酸、２－アミノ－１，４－ベンゼンジスルホン酸、１－アミノ－３，８－ナフタレ
ンジスルホン酸、３－アミノ－１，５－ナフタレンジスルホン酸、８－アミノ－１－ナフ
トール－３，６－ジスルホン酸、４－アミノ－５－ナフトール－２，７－ジスルホン酸、
４－アセトアミド－４’－イソチオ－シアノトスチルベン－２，２’－ジスルホン酸、４
－アセトアミド－４’－イソチオシアナトスチルベン－２，２’－ジスルホン酸、４－ア
セトアミド－４’－マレイミジルスチルベン－２，２’－ジスルホン酸、ナフタレントリ
スルホン酸、ジナフチルメタンジスルホン酸、アントラキノンジスルホン酸、アントラセ
ンスルホン酸等が挙げられる。また、これらの金属塩も使用できる。
【００９２】
　ポリアニオンとしては、例えば、置換若しくは未置換のポリアルキレン、置換若しくは
未置換のポリアルケニレン、置換若しくは未置換のポリイミド、置換若しくは未置換のポ
リアミド、置換若しくは未置換のポリエステルであって、アニオン基を有する構成単位の
みからなるポリマー、アニオン基を有する構成単位とアニオン基を有さない構成単位とか
らなるポリマーが挙げられる。
【００９３】
　ポリアルキレンとは、主鎖がメチレンの繰り返しで構成されているポリマーである。ポ
リアルケニレンとは、主鎖に不飽和二重結合（ビニル基）が１個含まれる構成単位からな
る高分子である。ポリイミドとしては、ピロメリット酸二無水物、ビフェニルテトラカル
ボン酸二無水物、ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、２，２’－［４，４’－ジ
（ジカルボキシフェニルオキシ）フェニル］プロパン二無水物等の酸無水物と、オキシジ
アミン、パラフェニレンジアミン、メタフェニレンジアミン、ベンゾフェノンジアミン等
のジアミンとからのポリイミドを例示できる。ポリアミドとしては、ポリアミド６、ポリ
アミド６，６、ポリアミド６，１０等を例示できる。ポリエステルとしては、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート等を例示できる。
上記ポリアニオンが置換基を有する場合、その置換基としては、アルキル基、ヒドロキシ
ル基、アミノ基、カルボキシル基、シアノ基、フェニル基、フェノール基、エステル基、
アルコキシル基等が挙げられる。有機溶媒への溶解性、耐熱性等を考慮すると、アルキル
基、ヒドロキシル基、フェノール基、エステル基が好ましい。
【００９４】
　アルキル基としては、例えば、メチル、エチル、プロピル、ブチル、イソブチル、ｔ－
ブチル、ペンチル、へキシル、オクチル、デシル、ドデシル等のアルキル基と、シクロプ
ロピル、シクロペンチルおよびシクロヘキシル等のシクロアルキル基が挙げられる。ヒド
ロキシル基としては、ポリアニオンの主鎖に直接または他の官能基を介在して結合したヒ
ドロキシル基が挙げられ、他の官能基としては、炭素数１～７のアルキル基、炭素数２～
７のアルケニル基、アミド基、イミド基などが挙げられる。ヒドロキシル基は、これらの
官能基の末端または中に置換されている。アミノ基としては、ポリアニオンの主鎖に直接
または他の官能基を介在して結合したアミノ基が挙げられ、他の官能基としては、炭素数
１～７のアルキル基、炭素数２～７のアルケニル基、アミド基、イミド基などが挙げられ
る。アミノ基は、これらの官能基の末端または中に置換されている。フェノール基として
は、ポリアニオンの主鎖に直接または他の官能基を介在して結合したフェノール基が挙げ
られ、他の官能基としては、炭素数１～７のアルキル基、炭素数２～７のアルケニル基、
アミド基、イミド基などが挙げられる。フェノール基は、これらの官能基の末端または中
に置換されている。
【００９５】
　置換基を有するポリアルキレンの例としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブ
テン、ポリペンテン、ポリヘキセン、ポリビニルアルコール、ポリビニルフェノール、ポ
リ（３，３，３－トリフルオロプロピレン）、ポリアクリロニトリル、ポリアクリレート
、ポリスチレン等を例示できる。ポリアルケニレンの具体例としては、プロペニレン、１
－メチルプロペニレン、１－ブチルプロペニレン、１－デシルプロペニレン、１－シアノ
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プロペニレン、１－フェニルプロペニレン、１－ヒドロキシプロペニレン、１－ブテニレ
ン、１－メチル－１－ブテニレン、１－エチル－１－ブテニレン、１－オクチル－１－ブ
テニレン、１－ペンタデシル－１－ブテニレン、２－メチル－１－ブテニレン、２－エチ
ル－１－ブテニレン、２－ブチル－１－ブテニレン、２－ヘキシル－１－ブテニレン、２
－オクチル－１－ブテニレン、２－デシル－１－ブテニレン、２－ドデシル－１－ブテニ
レン、２－フェニル－１－ブテニレン、２－ブテニレン、１－メチル－２－ブテニレン、
１－エチル－２－ブテニレン、１－オクチル－２－ブテニレン、１－ペンタデシル－２－
ブテニレン、２－メチル－２－ブテニレン、２－エチル－２－ブテニレン、２－ブチル－
２－ブテニレン、２－ヘキシル－２－ブテニレン、２－オクチル－２－ブテニレン、２－
デシル－２－ブテニレン、２－ドデシル－２－ブテニレン、２－フェニル－２－ブテニレ
ン、２－プロピレンフェニル－２－ブテニレン、３－メチル－２－ブテニレン、３－エチ
ル－２－ブテニレン、３－ブチル－２－ブテニレン、３－ヘキシル－２－ブテニレン、３
－オクチル－２－ブテニレン、３－デシル－２－ブテニレン、３－ドデシル－２－ブテニ
レン、３－フェニル－２－ブテニレン、３－プロピレンフェニル－２－ブテニレン、２－
ペンテニレン、４－プロピル－２－ペンテニレン、４－プロピル－２－ペンテニレン、４
－ブチル－２－ペンテニレン、４－ヘキシル－２－ペンテニレン、４－シアノ－２－ペン
テニレン、３－メチル－２－ペンテニレン、４－エチル－２－ペンテニレン、３－フェニ
ル－２－ペンテニレン、４－ヒドロキシ－２－ペンテニレン、ヘキセニレン等から選ばれ
る１種以上の構成単位を含む重合体を例示できる。
【００９６】
　ポリアニオンのアニオン基としては、－Ｏ－ＳＯ３－Ｘ＋、－ＳＯ３－Ｘ＋、－ＣＯＯ
－Ｘ＋（各式においてＸ＋は水素イオン、アルカリ金属イオンを表す。）が挙げられる。
すなわち、ポリアニオンは、スルホ基および／またはカルボキシル基を含有する高分子酸
である。これらの中でも、π共役系導電性高分子へのドーピング効果の点から、－ＳＯ３

－Ｘ＋、－ＣＯＯ－Ｘ＋が好ましい。また、このアニオン基は、隣接してまたは一定間隔
をあけてポリアニオンの主鎖に配置されていることが好ましい。
【００９７】
　上記ポリアニオンの中でも、溶媒溶解性および導電性の点から、ポリイソプレンスルホ
ン酸、ポリイソプレンスルホン酸を含む共重合体、ポリスルホエチルメタクリレート、ポ
リスルホエチルメタクリレートを含む共重合体、ポリ（４－スルホブチルメタクリレート
）、ポリ（４－スルホブチルメタクリレート）を含む共重合体、ポリメタリルオキシベン
ゼンスルホン酸、ポリメタリルオキシベンゼンスルホン酸を含む共重合体、ポリスチレン
スルホン酸、ポリスチレンスルホン酸を含む共重合体等が好ましい。
【００９８】
　ポリアニオンの重合度は、モノマー単位が１０～１００，０００個の範囲であることが
好ましく、溶媒溶解性および導電性の点からは、５０～１０，０００個の範囲がより好ま
しい。
【００９９】
　ドーパントの含有量は、π共役系導電性高分子１モルに対して０．５～５０モルの範囲
であることが好ましく、１～２０モルの範囲であることがより好ましい。ドーパントの含
有量が０．５モルより少なくなると、π共役系導電性高分子へのドーピング効果が弱くな
る傾向にあり、導電性が不足することがある。また、ドーパントの含有量が５０モルより
多くなると、π共役系導電性高分子の含有量が少なくなり、やはり十分な導電性が得られ
にくい。特にドーパントがポリアニオンである場合には、ポリアニオンの含有量は、π共
役系導電性高分子１モルに対して０．１～１０モルの範囲であることが好ましく、１～７
モルの範囲であることがより好ましい。ポリアニオンの含有量が０．１モルより少なくな
ると、π共役系導電性高分子へのドーピング効果が弱くなる傾向にあり、導電性が不足す
ることがある。その上、溶媒への分散性および溶解性が低くなり、均一な分散液を得るこ
とが困難になる。また、ポリアニオンの含有量が１０モルより多くなると、π共役系導電
性高分子の含有量が少なくなり、やはり十分な導電性が得られにくい。
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【０１００】
　また、本発明における第１離型フィルム８を構成する離型層に含有される硬化型シリコ
ーン樹脂とπ共役系導電性高分子樹脂は、配合液の配合時に混ぜてもよいし、あらかじめ
配合されたものを使用してもよい。
【０１０１】
　また、本発明における第１離型フィルム８を構成する離型層に含有される硬化型シリコ
ーン樹脂は、π共役系導電性高分子樹脂による硬化阻害の影響の点から、シリコーン変性
樹脂を使用することが好ましい。
【０１０２】
　本発明において、ポリエステルフィルムに離型層を設ける方法として、リバースグラビ
アコート、ダイレクトグラビアコート、ロールコート、ダイコート、バーコート、カーテ
ンコート等、従来公知の塗工方式を用いることができる。塗工方式に関しては「コーティ
ング方式」槇書店　原崎勇次著　１９７９年発行に記載例がある。
【０１０３】
　本発明において、ポリエステルフィルム上に離型層を形成する際の硬化条件に関しては
特に限定されるわけではなく、オフラインコーティングにより離型層を設ける場合、通常
、１２０～２００℃で３～４０秒間、好ましくは１００～１８０℃で３～４０秒間を目安
として熱処理を行うのがよい。また、必要に応じて熱処理と紫外線照射等の活性エネルギ
ー線照射とを併用してもよい。なお、活性エネルギー線照射による硬化のためのエネルギ
ー源としては、従来から公知の装置，エネルギー源を用いることができる。離型層の塗工
量は塗工性の面から、通常０．００５ｇ／ｍ２以上、好ましくは０．０１ｇ／ｍ２以上で
ある。塗工量が０．００５ｇ／ｍ２未満の場合、塗工性の面より安定性に欠け、均一な塗
膜を得るのが困難になる場合がある。
【０１０４】
　離型フィルムを構成するポリエステルフィルムには、あらかじめ、コロナ処理、プラズ
マ処理等の表面処理を施してもよい。
【０１０５】
　本発明において塗布層上に離型層を設ける場合、塗布層を設けた後にフィルムを一旦巻
き取り、改めて離型層を設けてもよく、また、塗布層を設けた後、連続して、離型層を塗
布層上に設けてもよく、いずれの方法を採用してもよい。
【０１０６】
　本発明の第１離型フィルム８を熱処理（１８０℃、１０分間）した後、離型層表面から
ジメチルホルムアミドにより抽出されるポリエステルのオリゴマー量（ＯＬ）は、０．５
ｍｇ／ｍ２以下である。ＯＬが０．５ｍｇ／ｍ２を超える場合、例えば、液晶構成部材製
造時、粘着剤層保護用途に使用した場合、粘着剤の透明性低下、粘着剤層の粘着力低下、
あるいは光学的評価を伴う検査工程において支障を来たす等の不具合を生じる。
【０１０７】
　本発明における第１離型フィルム８においては、ＯＬが上記範囲を満足するために塗布
層中に含有されるアルミニウム元素量として蛍光Ｘ線測定装置を用いてＦＰ（Ｆｕｎｄａ
ｍｅｎｔａｌ　Ｐａｒａｍｅｔｅｒ　Ｍｅｔｈｏｄ）法で測定した値が０．２ｋｃｐｓ以
上、さらには０．５ｋｃｐｓ以上、特に０．８ｋｃｐｓ以上であることが好ましい。アル
ミニウム元素量が０．２ｋｃｐｓ未満の場合、所望するオリゴマー封止性能が得られない
場合がある。
【０１０８】
　本発明において「オリゴマー」とは、熱処理後、結晶化してフィルム表面に析出するポ
リエステルの低分子量物のうちの環状三量体と定義する。
【０１０９】
　第２離型フィルム９の離型層は、離型性を有する材料を含有していれば、特に限定され
るものではない。その中でも、硬化型シリコーン樹脂を含有するものによれば離型性が良
好となるので好ましい。硬化型シリコーン樹脂を主成分とするタイプでもよいし、ウレタ
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ン樹脂、エポキシ樹脂、アルキッド樹脂等の有機樹脂とのグラフト重合等による変性シリ
コーンタイプ等を使用してもよい。
【０１１０】
　硬化型シリコーン樹脂の種類としては、付加型・縮合型・紫外線硬化型・電子線硬化型
・無溶剤型等何れの硬化反応タイプでも用いることができる。
【０１１１】
　具体例を挙げると、信越化学工業（株）製ＫＳ－７７４、ＫＳ－７７５、ＫＳ－７７８
、ＫＳ－７７９Ｈ、ＫＳ－８４７Ｈ、ＫＳ－８５６、Ｘ－６２－２４２２、Ｘ－６２－２
４６１、ダウ・コーニング・アジア（株）製ＤＫＱ３－２０２、ＤＫＱ３－２０３、ＤＫ
Ｑ３－２０４、ＤＫＱ３－２０５、ＤＫＱ３－２１０、東芝シリコーン（株）製ＹＳＲ－
３０２２、ＴＰＲ－６７００、ＴＰＲ－６７２０、ＴＰＲ－６７２１、東レ・ダウ・コー
ニング（株）製ＳＤ７２２０、ＳＤ７２２６、ＳＤ７２２９等が挙げられる。さらに離型
層の剥離性等を調整するために剥離コントロール剤を併用してもよい。
【０１１２】
　重剥離側に相当する第２離型フィルム９の剥離力は、通常２０～１００ｍＮ／ｃｍの範
囲が好ましく、さらに好ましくは３０～６０ｍＮ／ｃｍである。第２離型フィルムの剥離
力が２０ｍＮ／ｃｍ未満では、第１離型フィルムを剥す時に、第２離型フィルムの一部が
剥がれてしまうことがある。また、第２離型フィルムの剥離力が１００ｍＮ／ｃｍを超え
る場合は、第２離型フィルムに粘着剤が残留するなどの問題が生じることがある。
【０１１３】
　軽剥離側に相当する第１離型フィルム８の剥離力は、通常３～５０ｍＮ／ｃｍであり、
好ましくは５～２５ｍＮ／ｃｍである。第１離型フィルムの剥離力が３ｍＮ／ｃｍ未満で
は、容易に剥がれるため、製造工程で発生する少しの外力で離型フィルムが剥がれてしま
うことがある。また、第１離型フィルムの剥離力が、５０ｍＮ／ｃｍを超える場合は、第
１離型フィルムを剥す工程で第２離型フィルムと粘着層の間で浮きと呼ばれる剥がれが生
じてしまうことがある。
【０１１４】
　第１離型フィルム８の剥離力を低く抑えることにより、第２離型フィルム９の剥離力を
低くしても、両離型フィルム８、９の剥離力差を大きくすることができる。
【０１１５】
　また、第１離型フィルム８の剥離力を一定の値以上とすることによって、使用前に第１
離型フィルム８が粘着剤層２から不意に剥がれたり、第１離型フィルム８が粘着剤層２か
ら浮いたりすることが防止される。
【０１１６】
　本発明の基材レス両面粘着シートは、上述した剥離力に加え、第１離型フィルムと第２
離型フィルムの剥離差を設けることが好ましい。
【０１１７】
　第２離型フィルム９の剥離力は、第１離型フィルム８の剥離力の通常２．０倍以上、好
ましくは２．５倍以上、さらに好ましくは３．０倍以上とする。第２離型フィルム９の剥
離力が第１離型フィルム８の剥離力の２．０倍未満では、軽剥離側の第１離型フィルム８
を剥がした時に、第２離型フィルム９が粘着剤層２から浮く現象が生じたり、第１離型フ
ィルム８への粘着剤の残留や、ジッピング等が生じたりすることがある。
【０１１８】
　本発明の第１離型フィルム８と、第２離型フィルム９の基材として用いる二軸配向ポリ
エステルフィルムの厚みは、５０μｍ以上であり、好ましくは７５μｍ以上、さらに好ま
しくは１００μｍ以上である。離型フィルムの厚さが５０μｍ以下では、フィルムに腰が
なく、離型フィルムを剥す時に粘着剤と離型フィルムが剥離される境界で剥離角度が大き
くなるため、粘着剤層の厚さが厚い場合には、離型フィルムへの粘着剤の残留や、ジッピ
ングが生じてしまう。
【０１１９】
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　また、離型フィルムの厚さが厚い場合は、粘着層の保護フィルムとして働き、各製造工
程で基材レス両面粘着シートの表面が、凹凸や異物に接触したり、強く押し当てられたり
した場合でも、粘着剤層への転写等の影響を防ぐことができる。
【０１２０】
　特に粘着剤層の厚さが厚くなった場合には、凹凸や異物等が転写されやすくなるため、
基材を厚くした離型フィルムで粘着剤への影響を防ぐことが必要となる。
【０１２１】
　本発明は、基材レス両面粘着シートの両側に、異なる厚さの離型フィルムを用いるのが
好ましく、具体的には、第２離型フィルムの厚さが、第１離型フィルムの厚さの１．２倍
以上、好ましくは１．４倍以上とする。軽剥離側の第１離型フィルムのフィルム厚さを薄
くすることで、第１離型フィルムを剥す時に第２離型フィルムと粘着層の界面で発生する
浮きを防ぐことができる。
【０１２２】
　また、粘着剤を第２離型フィルムの離型面上に塗布した場合に、工程上の異物や凹凸の
影響をなくすために、製造コストを考慮した場合には、凹凸や異物の影響をより受けやす
い第２離型フィルムのフィルム厚さを厚くした方が好ましい。
【０１２３】
　第２離型フィルムの厚さと、第１離型フィルムの厚さの比が１．２倍未満では、コスト
への関与が少なくなる傾向がある。
【０１２４】
　第１離型フィルムと、第２離型フィルムの基材として用いる二軸配向ポリエステフィル
ムの厚みが３００μｍを越える場合は、製造コストが上がることになる。
【０１２５】
　次に本発明の離型フィルムの基材となるポリエステルフィルムの製造例について具体的
に説明するが、以下の製造例に何ら限定されるものではない。
【０１２６】
　すなわち、先に述べたポリエステル原料を使用し、ダイから押し出された溶融シートを
冷却ロールで冷却固化して未延伸シートを得る方法が好ましい。この場合、シートの平面
性を向上させるためシートと回転冷却ドラムとの密着性を高める必要があり、静電印加密
着法および／または液体塗布密着法が好ましく採用される。次に得られた未延伸シートは
二軸方向に延伸される。その場合、まず、前記の未延伸シートを一方向にロールまたはテ
ンター方式の延伸機により延伸する。延伸温度は、通常７０～１２０℃、好ましくは８０
～１１０℃であり、延伸倍率は通常２．５～７倍、好ましくは３．０～６倍である。次い
で、一段目の延伸方向と直交する方向に延伸するが、その場合、延伸温度は通常７０～１
７０℃であり、延伸倍率は通常３．０～７倍、好ましくは３．５～６倍である。そして、
引き続き１８０～２７０℃の温度で緊張下または３０％以内の弛緩下で熱処理を行い、二
軸配向フィルムを得る。上記の延伸においては、一方向の延伸を２段階以上で行う方法を
採用することもできる。その場合、最終的に二方向の延伸倍率がそれぞれ上記範囲となる
ように行うのが好ましい。
【０１２７】
　また、本発明においては離型フィルムを構成するポリエステルフィルム製造に関しては
同時二軸延伸法を採用することもできる。同時二軸延伸法とは、前記の未延伸シートを通
常７０～１２０℃、好ましくは８０～１１０℃で温度コントロールされた状態で機械方向
および幅方向に同時に延伸し配向させる方法であり、延伸倍率としては、面積倍率で４～
５０倍、好ましくは７～３５倍、さらに好ましくは１０～２５倍である。そして、引き続
き、１７０～２５０℃の温度で緊張下または３０％以内の弛緩下で熱処理を行い、延伸配
向フィルムを得る。上述の延伸方式を採用する同時二軸延伸装置に関しては、スクリュー
方式、パンタグラフ方式、リニアー駆動方式等、従来公知の延伸方式を採用することがで
きる。
【０１２８】
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　ポリエステルフィルムの表面に塗布層を形成する方法は、特に制限されないが、ポリエ
ステルフィルムを製造する工程中で塗布液を塗布する方法が好適に採用される。具体的に
は、未延伸シート表面に塗布液を塗布して乾燥する方法、一軸延伸フィルム表面に塗布液
を塗布して乾燥する方法、二軸延伸フィルム表面に塗布液を塗布して乾燥する方法等が挙
げられる。これらの中では、未延伸フィルムまたは一軸延伸フィルム表面に塗布液を塗布
後、フィルムに熱処理を行う過程で同時に塗布層を乾燥硬化する方法が経済的である。
【０１２９】
　また、塗布層を形成する方法として、必要に応じ、前述の塗布方法の幾つかを併用した
方法も採用し得る。具体的には、未延伸シート表面に第一層を塗布して乾燥し、その後、
一軸方向に延伸後、第二層を塗布して乾燥する方法等が挙げられる。
【０１３０】
　ポリエステルフィルムの表面に塗布液を塗布する方法としては、原崎勇次著、槙書店、
１９７９年発行、「コーティング方式」に示されるリバースロールコーター、グラビアコ
ーター、ロッドコーター、エアドクターコーター等を使用することができる。
【実施例】
【０１３１】
　次に、実施例を挙げて本説明をさらに説明する。ただし、本発明は、その要旨を越えな
い限り、以下の実施例に限定されるものではない。なお、以下の実施例、比較例における
物性の評価方法は以下のとおりである。
【０１３２】
（１）ポリエステルの極限粘度の測定
　ポリエステル１ｇを精秤し、フェノール／テトラクロロエタン＝５０／５０（重量比）
の混合溶媒１００ｍｌを加えて溶解させ、３０℃で測定した。
【０１３３】
（２）平均粒径（ｄ５０）
　島津製作所製遠心沈降式粒度分布測定装置（ＳＡ－ＣＰ３型）を用いて測定した等価球
形分布における積算体積分率５０％の粒径を平均粒径ｄ５０とした。
【０１３４】
（３）表面固有抵抗値
　下記（３－１）の方法に基づき、離型層表面の表面固有抵抗を測定した。（３－１）の
方法では、１×１０８Ωより高い表面固有抵抗は測定できないため、（３－１）で測定で
きなかったサンプルについては（３－２）の方法を用いた。
（３－１）三菱化学社製低抵抗率計：ロレスタＧＰ ＭＣＰ－Ｔ６００を使用し、２３℃
，５０％ＲＨの測定雰囲気でサンプルを３０分間調湿後、離型層表面の表面固有抵抗を測
定した。
（３－２）日本ヒューレット・パッカード社製高抵抗測定器：ＨＰ４３３９Ｂおよび測定
電極：ＨＰ１６００８Ｂを使用し、２３℃，５０％ＲＨの測定雰囲気でサンプルを３０分
間調湿後、離型層表面の表面固有抵抗を測定した。
【０１３５】
（４）離型フィルムの離型層表面から抽出されるポリエステルのオリゴマー量（ＯＬ）の
測定
　あらかじめ、未熱処理の離型フィルムを空気中、１８０℃で１０分間加熱する。その後
、熱処理をした該フィルムを上部が開いている縦横１０ｃｍ、高さ３ｃｍの箱の内面にで
きるだけ密着させて箱形の形状とする。塗布層を設けている場合は塗布層面が内側となる
ようにする。次いで、上記の方法で作成した箱の中にＤＭＦ（ジメチルホルムアミド）４
ｍｌを入れて３分間放置した後、ＤＭＦを回収する。回収したＤＭＦを液体クロマトグラ
フィー（島津製作所製：ＬＣ－７Ａ）に供給して、ＤＭＦ中のオリゴマー量を求め、この
値を、ＤＭＦを接触させたフィルム面積で割って、フィルム表面オリゴマー量（ｍｇ／ｍ
２）とする。
【０１３６】
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　ＤＭＦ中のオリゴマー量は、標準試料ピーク面積と測定試料ピーク面積のピーク面積比
より求めた（絶対検量線法）。標準試料の作成は、あらかじめ分取したオリゴマー（環状
三量体）を正確に秤量し、正確に秤量したＤＭＦに溶解し作成した。標準試料の濃度は、
０．００１～０．０１ｍｇ／ｍｌの範囲が好ましい。
【０１３７】
　なお、液体クロマトグラフの条件は下記のとおりとした。
　移動相Ａ：アセトニトリル
　移動相Ｂ：２％酢酸水溶液
　カラム：三菱化学（株）製『ＭＣＩ ＧＥＬ ＯＤＳ １ＨＵ』
　カラム温度：４０℃
　流速：１ｍｌ／分
　検出波長：２５４ｎｍ
　その後、下記判定基準により、剥離状況に関して、判定を行なった。
【０１３８】
《判定基準》
　○：表面オリゴマー量（ＯＬ）が０．５ｍｇ／ｍ２以下（実用上、問題ないレベル）
　×：表面オリゴマー量（ＯＬ）が０．５ｍｇ／ｍ２を超える（実用上、問題あるレベル
）
【０１３９】
（５）離型フィルムの離型面側からの元素量測定
　あらかじめ、試料サンプルの離型層が設けられた面より蛍光Ｘ線測定装置（（株）島津
製作所（製）型式「ＸＲＦ－１５００」）を用いてＦＰ（Ｆｕｎｄａｍｅｎｔａｌ　Ｐａ
ｒａｍｅｔｅｒ　Ｍｅｔｈｏｄ）法により、下記測定条件下、元素量を測定した。
【０１４０】
【表１】

【０１４１】
（６）離型フィルムの剥離力（Ｆ）の評価
　試料フィルムの離型層表面に両面粘着テープ（日東電工製「Ｎｏ．５０２」）の片面を
貼り付けた後、５０ｍｍ×３００ｍｍのサイズにカットした後、室温にて１時間放置後の
剥離力を測定する。剥離力は、引張試験機（（株）インテスコ製「インテスコモデル２０
０１型」）を使用し、引張速度３００ｍｍ／分の条件下、１８０°剥離を行った。その後
、下記判定基準により、検査性状況に関して、判定を行なった。
《判定基準》
第１離型フィルムの剥離力（Ｆ）
　○：剥離力（Ｆ）が３ｍＮ／ｃｍ以上５０ｍＮ／ｃｍ以下（実用上、問題ないレベル）
　×：３ｍＮ／ｃｍより小さい、あるいは、５０ｍＮ／ｃｍより大きい（実用上、問題あ
るレベル）
第２離型フィルムの剥離力（Ｆ）
　○：剥離力（Ｆ）が２０ｍＮ／ｃｍ以上１００ｍＮ／ｃｍ以下（実用上、問題ないレベ
ル）
　×：２０ｍＮ／ｃｍより小さい、あるいは、１００ｍＮ／ｃｍより大きい（実用上、問
題あるレベル）
【０１４２】
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（７）実用特性
・離型フィルムの塗膜密着性初期評価（実用特性代用評価）
　塗工直後の試料フィルムの離型面を触手により５回擦り、離型層の脱落程度を下記判定
基準により判定を行った。
《判定基準》
　○：塗膜の脱落が見られない（実用可能なレベル）
　△：塗膜が白くなるが脱落はしていない（実用可能なレベル〉
　×：塗膜の脱落が確認された（実用困難なレベル）
【０１４３】
・離型フィルムの塗膜密着性促進試験後評価（実用特性代用評価）
　試料フィルムを恒温恒湿槽中、８０℃、９０％ＲＨ雰囲気下、１週間放置した後に試料
フィルムを取り出した。その後、試料フィルムの離型面をＭＥＫ(メチルエチルケトン)を
染み込ませた脱脂綿で１００回擦った後、触手により５回擦り、離型層の脱落程度を下記
判定基準により判定を行った。
《判定基準》
　◎：塗膜が全く脱落せず、擦った部分と擦っていない部分の剥離力に差がない（実用可
能なレベル）
　○：塗膜が全く脱落しておらず、擦った部分は擦っていない部分よりも剥離力が少し重
くなった（実用可能なレベル）
　△：塗膜が白くなるが脱落はしておらず、擦った部分は擦っていない部分よりも剥離力
が重くなった（実用可能なレベル〉
　×：塗膜の脱落が確認された（実用困難なレベル）
【０１４４】
・異物検査
　両面に離型フィルムを設けた、基材レス両面粘着シートを観察し、異物の検出状況によ
り評価した。
　○：異物が検出されず、光学用途として十分な品質を有している
　△：異物が検出されるが、実用上支障のないレベル
　×：異物が多数検出され、光学用としては不適切で、用途が限定される
【０１４５】
・ジッピングの発生状況
　剥離力を測定する時に、粘着剤と離型フィルムの剥離状況を観察し、ジッピングの発生
を３段階で評価した。
　○：極めて円滑に剥離し、剥離スジがなく、剥離音も発生しない
　△：わずかな剥離スジが見られ、剥離の音がわずかに発生すし、わずかにジッピングが
発生する
　×：剥離スジが見られ、剥離の音が発生し、ジッピングが発生する
【０１４６】
・第１、第２離型フィルムの剥離性
　軽剥離側の第１離型フィルムを剥がした時の、第２離型層と粘着剤界面の状況により評
価した。
　○：第２離型層と粘着剤界面に浮きが見られない
　△：第２離型層と粘着剤界面で、わずかに浮きが見られるが、実用上問題ないレベル
　×：第２離型層と粘着剤界面で、明確な浮きが見られる
【０１４７】
・粘着剤の変形
　両面に離型フィルムを設けた、基材レス両面粘着シートを観察し、異物等による粘着剤
の変形状況により評価した。
　○：凹凸が検出されず、光学用途として十分な品質を有している
　△：凹凸が検出されるが、実用上支障の無いレベル
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　×：凹凸が多数検出され、光学用としては不適切で、用途が限定される
【０１４８】
（８）総合評価
　実施例および比較例において製造した離型フィルムを用いて、剥離力（Ｆ）、表面オリ
ゴマー量（ＯＬ）、離型フィルムの塗膜密着性初期評価、塗膜密着性促進試験後評価、ジ
ッピングの発生状況、異物検査、第１、第２離型フィルムの剥離性、粘着剤の変形の各評
価項目につき、下記判定基準により総合評価を行った。
（判定基準）
　○：剥離力（Ｆ）、表面オリゴマー量（ＯＬ）、離型フィルムの塗膜密着性初期評価、
塗膜密着性促進試験後評価、ジッピングの発生状況、異物検査、第１、第２離型フィルム
の剥離性、粘着剤の変形の全てが○以上（実用上、問題ないレベル）
　△：剥離力（Ｆ）、表面オリゴマー量（ＯＬ）、離型フィルムの塗膜密着性初期評価、
塗膜密着性促進試験後評価、ジッピングの発生状況、異物検査、第１、第２離型フィルム
の剥離性、粘着剤の変形の内、少なくとも一つが△。（実用上、問題になる場合があるレ
ベル）
　×：剥離力（Ｆ）、表面オリゴマー量（ＯＬ）、離型フィルムの塗膜密着性初期評価、
塗膜密着性促進試験後評価、ジッピングの発生状況、異物検査、第１、第２離型フィルム
の剥離性、粘着剤の変形の内、少なくとも一つが×。（実用上、問題になるレベル）
【０１４９】
　実施例および比較例において使用したポリエステルは、以下のようにして準備したもの
である。
＜ポリエステル（１）の製造方法＞
　テレフタル酸ジメチル１００重量部とエチレングリコール６０重量部とを出発原料とし
、触媒として酢酸マグネシウム・四水塩０．０９重量部を反応器にとり、反応開始温度を
１５０℃とし、メタノールの留去とともに徐々に反応温度を上昇させ、３時間後に２３０
℃とした。４時間後実質的にエステル交換反応を終了させた。この反応混合物にエチルア
シッドフォスフェート０．０４部を添加した後、平均粒子径１．６μｍのエチレングリコ
ールに分散させたシリカ粒子を０．０６部、三酸化アンチモン０．０４部を加えて、４時
間重縮合反応を行った。すなわち、温度を２３０℃から徐々に昇温し２８０℃とした。一
方、圧力は常圧より徐々に減じ、最終的には０．３ｍｍＨｇとした。反応開始後、４時間
を経た時点で反応を停止し、窒素加圧下ポリマーを吐出させた。得られたポリエステル（
１）の極限粘度は０．５３であった。
【０１５０】
＜ポリエステルフィルムの製造＞
・ポリエステルフィルム－１（１２５μｍ）
　ポリエステル（１）を原料として、ベント付き押出機に供給し、２９０℃で溶融押出し
た後、静電印加密着法を用いて表面温度を４０℃に設定した冷却ロール上で冷却固化して
厚さ約１５００μｍの無定形フィルムを得た。このフィルムを８５℃で縦方向に３．３倍
延伸し、１００℃で横方向に３．６倍延伸し、２１０℃で熱処理して、厚さ１２５μｍの
二軸延伸ポリエステルフィルムを得た。
【０１５１】
・ポリエステルフィルム－２（５０μｍ）
　ポリエステル（１）を原料として、ベント付き押出機に供給し、２９０℃で溶融押出し
た後、静電印加密着法を用いて表面温度を４０℃に設定した冷却ロール上で冷却固化して
厚さ約７４０μｍの無定形フィルムを得た。このフィルムを８５℃で縦方向に３．７倍延
伸し、フィルムの片面に、塗布液を所定の厚みに塗布した後、１００℃で横方向に４．０
倍延伸し、２１０℃で熱処理して、厚さ５０μｍの二軸延伸ポリエステルフィルムを得た
。
【０１５２】
・ポリエステルフィルム－３（３８μｍ）



(24) JP 6046511 B2 2016.12.14

10

20

30

40

50

　ポリエステル（１）を原料として、ベント付き押出機に供給し、２９０℃で溶融押出し
た後、静電印加密着法を用いて表面温度を４０℃に設定した冷却ロール上で冷却固化して
厚さ約５５０μｍの無定形フィルムを得た。このフィルムを８５℃で縦方向に３．７倍延
伸し、フィルムの片面に、塗布液を所定の厚みに塗布した後、１００℃で横方向に３．９
倍延伸し、２１０℃で熱処理して、厚さ３８μｍの二軸延伸ポリエステルフィルムを得た
。
【０１５３】
実施例１：
＜第１離型フィルムの製造＞
　ポリエステルフィルム－２に下記塗布剤を塗布量（乾燥後）が０．０５ｇ／ｍ２になる
ようにリバースグラビアコート方式により塗布した後、１２０℃、３０秒間熱処理した。
塗布層を構成する化合物例は以下のとおりである。
（化合物例）
・アルミニウム元素を有する有機化合物：（Ａ１）
　アルミニウムトリス（エチルアセトアセテート）
・スズ元素を有する有機化合物：（Ａ２）
　ジオクチルジアセトキシスズ
・有機珪素化合物：（Ｂ１）
　２-（３，４-エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン
《塗布剤組成》
　アルミニウム元素を有する有機化合物（Ａ１）：３３重量％
　有機珪素化合物（Ｂ１）：６７重量％
上記塗布剤をトルエン／ＭＥＫ混合溶媒(混合比率は１：４)にて希釈し、４重量％と　し
た。
【０１５４】
　その後、塗布層上に下記離型剤組成からなる離型剤を塗布量（乾燥後）が０．１ｇ／ｍ
２になるようにリバースグラビアコート方式により塗設し、１５０℃、３０秒間熱処理し
た後に離型フィルムを得た。
《離型剤組成》化合物例
　硬化型シリコーン樹脂（ａ１）：（ＫＳ８４７Ｈ：信越化学工業社製）
　硬化型シリコーン樹脂（ａ２）：（ＳＤ－７２９２：東レ・ダウコーニング製）
　シリコーン変性アクリル樹脂とポリチオフェン含有導電性高分子樹脂混合物（ｂ１）：
（ＳＡＳ－Ｆ０６Ｈ０４Ｃ：信越ポリマー社製）
　ポリチオフェン含有導電性高分子樹脂（ｃ１）：（ＡＳ－Ｄ０９Ｅ：信越ポリマー社製
）
　硬化剤（ｄ１）（ＰＬ－５０Ｔ：信越化学工業社製）
（配合条件）
　ａ１：０重量％
　ｂ１：１００重量％
　ｃ１：０重量％
　ｄ１：０重量％
　上記離型帯電防止剤をＭＥＫとブタノールの１：１溶媒で希釈し、濃度２重量％の塗布
液を作成した。
【０１５５】
＜第２離型フィルムの製造＞
ポリエステルフィルム－１に下記離型剤組成からなる離型剤を塗布量（乾燥後）が０．１
ｇ／ｍ２になるようにリバースグラビアコート方式により塗設し、１５０℃、３０秒間熱
処理した後に離型フィルムを得た。
《離型剤組成》化合物例
　硬化型シリコーン樹脂（ａ１）：（ＫＳ８４７Ｈ：信越化学工業社製）
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　硬化型シリコーン樹脂（ａ２）：（ＳＤ－７２９２：東レ・ダウコーニング製）
　シリコーン変性アクリル樹脂とポリチオフェン含有導電性高分子樹脂混合物（ｂ１）：
（ＳＡＳ－Ｆ０６Ｈ０４Ｃ：信越ポリマー社製）
　ポリチオフェン含有導電性高分子樹脂（ｃ１）：（ＡＳ－Ｄ０９Ｅ：信越ポリマー社製
）
　硬化剤（ｄ１）（ＰＬ－５０Ｔ：信越化学工業社製）
（配合条件）
　ａ１：８９重量％
　ａ２：１０重量％
　ｂ１：０重量％
　ｃ１：０重量％
　ｄ１：１重量％
　上記離型帯電防止剤をＭＥＫとトルエンの１：１溶媒で希釈し、濃度２重量％の塗布液
を作成した。
【０１５６】
＜基材レス両面粘着シートの製造＞
　得られた第２離型フィルムの離型剤層の上に、アクリル系粘着剤溶液を乾燥後の膜厚が
１５０μｍとなるように、アプリケータを用いて塗工した後、その塗工膜を１２０℃で１
分間乾燥して粘着剤層を形成した。アクリル系粘着剤溶液は、アクリル酸ブチルとアクリ
ル酸とのモノマー基準の質量比が９９：１の共重合体溶液（溶媒：トルエン、固形分濃度
４０質量％）１００質量部に、ポリイソシアネート系架橋剤（東洋インキ製造（株）製、
商品名「ＢＨＳ８５１５」、固形分濃度３７．５質量％）１質量部を添加混合して得られ
たものであった。次いで、第１離型フィルムの離型剤層と粘着剤層とを貼り合わせて実施
例１の基材レス両面粘着シートを得た。
【０１５７】
実施例２～６、比較例１～５：
　実施例１の第１離型フィルムの製造と、第２離型フィルムの製造において、離型フィル
ムに用いたポリエステルフィルムと塗布剤組成、離型剤組成を下記表２、３、４のとおり
変更した以外は、実施例１と同様にして第１離型フィルムと第２離型フィルムを得た。得
られた離型フィルムを用いて、実施例１と同様にして実施例２～６、比較例１～５の基材
レス両面粘着シートを得た。
【０１５８】
【表２】

【０１５９】
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【表３】

【０１６０】
【表４】

【０１６１】

【表５】

【０１６２】
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【表６】

【０１６３】
＊１）剥離力比は、第２離型フィルム剥離力÷第１離型フィルム剥離力を意味する。
＊２）フィルム厚さ比は、第２離型フィルム厚さ÷第１離型フィルム厚さを意味する。
【産業上の利用可能性】
【０１６４】
　本発明の静電容量方式のタッチパネル等に用いる基材レス両面粘着シート用離型フィル
ムは、基材レス両面粘着シートの製造工程での異物付着が少なく、タッチパネルの製造工
程でも帯電による電子部品への悪影響を抑え、優れた剥離特性により製造ロスを抑えるこ
とができ、静電容量方式のタッチパネルに用いる基材レス両面粘着シート用の離型フィル
ムとして、好適に利用することができる。
【符号の説明】
【０１６５】
　１　基材レス両面粘着シート
　２　粘着剤層
　３　第１離型フィルム基材
　４　第１塗布層
　５　第１離型層
　６　第２離型層
　７　第２離型フィルム基材
　８　第１離型フィルム（軽剥離シート）
　９　第２離型フィルム（重剥離シート）
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